【雛型】

平成23年２月　日
障害者基本法改正に係る緊急アピール
障害者権利条約の批准に向けて、障害者基本法の改正作業が進んでいましたが、このほど内閣府から示された改正原案には精神障害分野の改正については明確に示されていません。
社会的入院の解消と精神科病床削減、人権的視点からの本人の意志に反したもしくは確認ができない場合の入退院や治療などの司法・行政的適正手続、地域移行と地域生活をおくる上での受け入れ体制等の精神障害者問題は我が国の大きな課題として認識されていながらも、政治的にも行政的もこれまで問題が先送りされてきました。
権利条約の批准にあたって、最も人権上の問題を抱えているのが精神障害者分野であり、以下の点を改正原案に盛り込むことを強く要求します。
①　「社会的入院」を解消し、自立した地域での生活を実現するための施策の根拠となる規定を設けること
②　医療保護入院に係る同意を含む「保護者制度」を解消するための根拠となる規定を設ける。
③　精神科疾患の入院ニーズを精査し、国並びに都道府県は精神科精神科病床の削減計画を立て、入院に代わる地域での医療体制を構築すること。
④　非自発的な入院や治療が行われる場合には、障害の無い人と平等を基礎とした実効性のある適正手続きを設けること。
⑤　精神医療の質の向上を設ける根拠となる規定を設けること。
